
 

Ⅱ．第17期連合運動の基軸 

１．新しい運動スタイルの構築に向けて 

 コロナ禍において多くの働く仲間が厳しい状況に置かれています。私たちはこの

現状を直視し、雇用の維持と創出、賃金・労働条件の向上、社会的セーフティネッ

トの確立などに全力を挙げていきます。そのためにも、運動スタイル自体を進化さ

せなければなりません。 

第16期はコロナ禍の中、フェイス・トゥ・フェイスの対話の重要性を再確認しつ

つ、様々なコミュニケーションのあり方を模索した2年間であり、今後の労働運動、

日々の諸活動を考えるうえで重要な契機となりました。組合員・単組・構成組織・

地方連合会・連合本部間の意思疎通において、リアルかオンラインかにかかわらず

互いの熱意が実感を持って伝わり、運動・活動の結集力につながっているか、さら

に、日々の取り組みの発信が現場の一人ひとりに届き、理解・共感・参加に結びつ

いているかなど、総点検できたこの好機を活かす必要があります。従来から、組合

員の労働運動への参加意識の希薄化、役員の人財確保の困難さ、男女平等参画の遅

れなど、多くの組織において活動基盤の課題が叫ばれてきました。しかし、コロナ

禍の中で、労働組合・連合運動に対して大きな期待が寄せられています。これまで

労働組合活動と距離があった働く仲間、あるいは連合の存在を知り得なかった働く

仲間との関係づくりは、連合運動の新たなフィールドを開拓するうえで極めて重要

な意味を持っています。だからこそ、リアルとオンラインそれぞれの特性を適切に

融合し、「緩やかなつながり合い」も含め、変化に対応した労働運動のスタイルを

第17期の中で議論・確立させ、職場にあっても地域にあっても、すべての働く仲間

とともに「必ずそばにいる存在」となるべく、その位置づけをさらに高めていきま

す。 

日本の労働運動が長年にわたり積み上げてきた集団的労使関係の重要性はなお一

層増しています。働く仲間の声を代表する中核的存在として、また、職場を、産業

を、社会を、世界を変えていく原動力として、そして、健全な生産性運動に裏打ち

された労働運動の魅力を発信する拠点として、その役割を担う必要があります。活

動に対する組合員のさらなる参加と、組織拡大により集団的労使関係の輪を広げて

いくことは、労働運動の持続可能性のみならず、すべての働く仲間の連帯と安心を

土台とした新たな経済、社会を展望するうえで極めて重要な要素であることを再確

認したいと思います。 

 連合が新たな運動スタイルを希求するうえで、私たち自身がチャレンジ意識をも

って運動の価値を高める必要があります。同時に、連合総研、国際労働財団（ＪＩ

ＬＡＦ）、教育文化協会（ＩＬＥＣ）、退職者連合はもとより、労福協や労働金

庫・こくみん共済coopといった労働者自主福祉事業団体、多様な知見を有するＮＰ

Ｏやオピニオンリーダーとの連携強化、地域に根ざす「連合プラットフォーム」の

充実など、私たちがめざす社会の実現には、政労使の三者による社会対話のみなら

ず、幅広い社会の構成者と積極的に対話を重ねることが不可欠です。日本の労働運

動に対する社会からの見え方を真摯に受け止め、かつ、連合が担う機能・政策・運

動をより多くの方々に発信し、共感と参加・行動などにつなげていく好循環が、第

17期の運動に求められています。連合は、職場をまもり、地域をつなぎ、そして、

ジェンダー平等と多様性に満ちた社会を創り出していきます。 

 



２．3期6年の「改革パッケージ」のさらなる推進 

連合はめざす社会を実現するために、連合運動を再構築し、実践するための基盤

を強化するべく、4つの改革パッケージ（①運動領域と重点化、②組織体制・運営、

③人財の確保と育成、④財政）を第16期運動方針で掲げました。 

その後、2年間の取り組みの中で、連合本部の機構を重点化した運動領域と連動さ

せるなど、限られた運動資源の効率的な運営に努めてきました。また、フリーラン

スなど曖昧な雇用に関する取り組み、労働相談と組織化に関わる体制強化、次代の

運動を担う人財育成に向けた検討、「新制度移行に係る作業部会」からの答申を受

け、財政課題について組織討議に移行するなど、着実な前進をはかってきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 17 期は、改革パッケージの実行・検証サイクルとして設定した 3 期 6 年の取り

組みの中間期です。最終年度（2024～2025 年度）における検証と「連合ビジョン」

の内容点検に向けて、これまで以上に注力していくタイミングになります。これま
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・運動方針を３重点分野、 

４推進分野などへ再構 

成 

・「連合組織拡大プラン 

2030」策定・展開 

・労働相談体制の見直し 

着手 

・ 「連合ネットワーク会 

員」サイト「Wor-Q」立 

ち上げ 

・ 「地域ゼネラル連合（仮 

称）」検討着手 

・本部の組織体制・業務 

見直しやWEB活用に 

よる効率化 

・総合的人財戦略プログ 

ラム策定 

・今後の青年活動に関す 

るあり方取りまとめ 

・「新制度移行に係る作 

業部会」設置と報告（答 

申）と組織討議の実施 

・会計管理体制（内部統 

制）の強化・透明性向上 

の取り組み 

 

・「連合組織拡大プラン2030」実現に向けた基盤 

強化 

・労働相談ダイヤル集約化・チャットボット運用開始 

・「Wor-Q」の充実・展開 

・「地域ゼネラル連合（仮称）」の具体化 

・地協「2つのコア活動」に基づく足並みそろえた取 

組実施 

・ライフサポートセンターの課題の整理と今後のあ 

り方の検討 

・産業別・業種別部門連絡会の充実・深化 

・「5つの対応策」の着実な実行（人財 PT報告に 

もとづく） 

・関係団体との連携強化 

・Rengoユースター・カレッジの立ち上げ・活用 

・構成組織・地方連合会との対話継続 

・本部・地方連合会・地協の管理体制・内部統制強 

化・透明性向上 

・会計期間・勘定科目の整合化と一体的公表 

・交付金のあり方検討 
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＜改革パッケージの進捗状況（抜粋）＞ 
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・第 16期の運動領域を継承し運動を展開  

「改革パッケージ」のさらなる推進 



での取り組みの進捗を踏まえ、引き続きの課題は今次運動方針に反映しながら、「働

く仲間一人ひとりをまもる」「働く仲間・地域社会をつなぐ」「社会・経済の新たな

活力を創り出す」という、連合ビジョンで掲げた連合運動の再構築の取り組みを強

化します。第 17 期は、新たな運動スタイルの構築と改革パッケージの実践を運動の

両輪としてチャレンジする重要期です。その結果を働く仲間の力、その総和を高め

る運動に収れんさせていきます。  


